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研究成果の概要（和文）：　本事業は、 とくに現在、リスク情報の拡充開示という市場の要請がある経済環境の下、
どのように財務報告の制度設計が指向されているか、さらに国際的に事業活動を展開する企業は市場環境の変容にどの
ように対応しているかについて、第一に(1)財務会計制度の設計、(2) 監査・保証制度の設計、及び(3) 課税制度設計
という3つの側面から理論的・制度的な枠組みを総合的に検討した。第二に、これらの理論的・制度的な検討を基礎と
して実証研究を実践した。

研究成果の概要（英文）： Under the current economic environment such as market requires the expansion of 
the risk information disclosure, this study examined how the institutional design of the financial 
reporting is explored and how companies, which engaged in international business activities, correspond 
to the market environment changes. This study has the three following theoretical and institutional 
perspectives. First is the design of financial accounting system, second is the design of audit and 
assurance systems, and third is the tax system design. This study also executed an empirical research 
based on the above-mentioned theoretical and institutional perspectives.

研究分野：財務会計
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１．研究開始当初の背景 
 近年，日本企業の経営戦略は，北米，欧州，
そして新興国アジアを中心としたグローバ
リゼーション戦略である（経済産業省『通商
白書 2010』）．これに伴い，グローバルな市
場における投資とリスクをいかに開示し，投
資者の意思決定に資するかが企業会計の喫
緊の課題となっている．他方では，リスク・
エクスポージャー情報の拡大は，開示企業に
対して機密性が高くかつ情報拡大による過
重なコストをもたらす．本研究は，このよう
な経済社会の動向をふまえ，企業にとってコ
スト効率的な開示制度のグランドデザイン
を描き，次世代の新たな開示制度を設計する
ことを目的とする．新興国の台頭，急激な為
替の変動とデバリュエーション，企業の新興
国への事業展開の加速といった国際的なリ
スク環境の変化と，IFRS の適用を含む企業
活動の透明性と比較可能性の確保というグ
ローバル市場の要請は，従来のデリバティブ
とリスクマネジメントの議論を超えた新し
い国際的な視点をもつ制度設計を必要とす
る．すなわち，企業会計では，従来，主に企
業の為替や市場価格の変動リスクのマネジ
メントをデリバティブとヘッジ会計によっ
て対応してきた．しかしながら，先に述べた
新興国投資に対するリスクの拡大と市場の
要請は，従来の伝統的なヘッジ会計では対応
できず，リスクの特性を考慮した新たな認
識・測定システムの構築を必要とする．特に
近い将来に IFRS の導入が予定されるなか，
「原則主義」や「公正価値」および「将来志
向的な見積もり計算」に伴う情報の不確実性
とリスクの拡大の下で，リスクの特性を考慮
した開示制度の在り方が企業会計の重要な
学術的課題として登場することとなった． 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は，新興国投資におけるリス
ク・エクスポージャーの拡充化を背景として，
企業が直面する種々多様なリスクを財務報
告上でいかに把握し，伝達するかを開示と監
査および税務の側面から究明しようとする
ものである．具体的には，①国際財務報告基
準（IFRS）の適用やリスク情報の拡充開示と
いう市場の要請と企業のコスト効率的な開
示要請との最適バランスをとった開示制度
をいかに構築するか，②その開示情報の信頼
性をいかに担保または保証するか，また③企
業のグローバルな事業展開・事業再編に対し
て，いかに課税的側面から対応すべきかを理
論・制度および実証面から総合的に研究しよ
うとするものである．リスク情報のコスト効
率的開示という新たな視点からリスク開示
の在り方を体系的に深く究明しようとする
ものである． 
 
３．研究の方法 
 本研究は次の４つの課題に対応しようと
するものである．【課題１】国際的なリスク・

エクスポージャーの拡充の下，企業が直面す
るリスクの特徴とその具体的内容を体系付
け，かつ IFRS 導入に伴うリスク要因を抽出
し詳細に分析する．次にこれを受けて【課題
２】としてそれの実証的な証拠を提示する．
（１）リスク環境の変化と財務諸表内外での
リスク情報の投資家に対する開示のレリバ
ンスを検証するとともに，（２）企業経営者
への質問票調査を通じて，情報のコスト効率
性を検証する．企業のコスト・ベネフィット
分析によっても検証する．また【課題３】と
して，財務諸表内外でのリスク情報の監査・
保証についても，とくに見積もり・予測・不
確実性情報の保証の側面から，実証的な証拠
を基礎とした制度的な枠組みを提示する．さ
らに【課題４】として，国際課税の視点から
事業展開の国際的な再編に伴う課税制度に
ついても，とくに移転価格税制と所得相互課
税に関する制度的枠組みを分析し，国際課税
と訴訟リスクに関して実証的な証拠も併せ
て提示する． 
 
４．研究成果 
 本研究の各研究目的に関する成果はつぎ
のとおりである． 
第1章 與三野 禎倫「リスク情報の開示に関
する現状と課題」 

第2章 古賀 智敏「リスク情報の開示に関す
る分析的フレームワーク」 

第3章 近藤汐美「米国におけるリスク情報
開示の制度」 

第4章 菊谷正人「英国におけるリスク情報
開示」 

第5章 岡本紀明「英国における企業のリス
ク情報開示に関する現状分析」 

第6章 付馨「ドイツにおけるリスク情報開
示−開示事例を中心として−」 

第7章 安井一浩「日本におけるリスク開示
の概要」 

第8章 岸田雅雄「会社法・金商法上のリス
ク情報の開示に関する現状の課題と
展望」 

第9章 島永和幸「日本企業におけるコーポ
レート・ガバナンスとリスク情報開
示の実態分析」 

第10章 姚俊「日米欧のリスク開示制度の国
際比較」 

第11章 加賀谷哲之「会計リスク指標の国際
比較」 

第12章 堀江正之「リスク情報開示と監査・
保証のあり方」 

第13章 五十嵐則夫「保証業務（財務諸表監
査以外）の拡張における基本的視点，
課題と挑戦」 

第14章 矢澤憲一「非財務情報としての「監
査の質インディケーター（AQI）」
開示の可能性」 

第15章 一高龍司「費用分担契約に係る法令
等の整備の方向性」 

第16章 櫻田譲・大沼宏「企業統治構造の脆



弱性と移転価格税制適用の関係性
について」 

第17章 米谷健司「Book-Tax Conformity と
利益の質」 

第18章 與三野 禎倫「リスク情報の開示に関
する新しい枠組みと展望」 

 第 1 章「リスク情報の開示に関する現状と
課題」は，リーマンショックを契機とした金
融危機の影響がわが国でも金融市場にとど
まらずに財やサービスといった実物経済に
も相当に深刻なものとなっているという経
済社会の動向をふまえ，このような金融危機
による国際的なリスク・エクスポージャーの
拡大を，つぎの2つの視点から分析している．
現代社会は複雑に相互依存しているシステ
ムによって構成されているが，その相互依存
はしばしばシステム間の相互対立や摩擦も
生みだす．第 1は，このような相互対立や摩
擦が財務報告にどのような変化を迫ってい
るかという視点である．第 2は，リーマンシ
ョックを端緒とした金融危機に対応してど
のように財務報告システムの再設計が施さ
れているかを IASB やバーゼル規制を通じて
検討している． 
 第 2章「リスク情報の開示に関する分析的
フレームワーク」は，非財務情報としてのリ
スク情報の開示に焦点をおき，その理論的・
制度的基盤を論じている．ここでは，第一に，
企業を取り巻く環境変化の経済的側面と社
会環境的側面を受けて，非財務情報の任意開
示を基礎づける理論的根拠としてつぎの４
つの理論ないしパースペクティブ－を提示
する．1 エージェンシー理論(agency theory)， 
2 ステークホルダー理論 (stakeholder 
theory)，3 シグナリング理論(Signaling 
theory)，4 正統性理論(legitimacy theory)．
そして，これらの４つの理論が相互に関連し
合いつつ，情報の非対称性の前提の下で全一
体となって非財務情報の理論体系を深化・発
展させようとする点にとくに着目する． 
 第 3章「米国におけるリスク情報開示の制
度」は，2008 年以降の世界的な金融危機後に
制定された「ドット＝フランク・ウォールス
トリート改革及び消費者保護法（Dodd-Frank 
Wall Street Reform And Consumer Protection 
Act）を中心とした SEC の規制を議論してい
る．第 4章「英国におけるリスク情報開示」
は，英国会社法と会計基準におけるリスク情
報開示の特徴を検討する．第 5章「英国にお
ける企業のリスク情報開示に関する現状分
析」は，企業のリスク・ディスクロージャー
に関して，英国における状況を基点として，
質問表調査から得られたデータに基づき理
論的考察を加えている． 
 第 6 章「ドイツにおけるリスク情報開示−
開示事例を中心として−」は，ドイツにおけ
るリスク情報の開示制度を明らかにしてい
る．第 7章「日本におけるリスク開示の概要」
は，わが国のリスク開示の規制について分析
している．第 8章「会社法・金商法上のリス

ク情報の開示に関する現状の課題と展望」は，
金融商品取引法と会社法の将来情報を概観
したうえで，それぞれの規定における将来情
報の不実開示責任について論証している． 
 第 9章「日本企業におけるコーポレート・
ガバナンスとリスク情報開示の実態分析」は，
日本企業を対象として，コーポレート・ガバ
ナンスとリスク情報開示に関する総合的な
実態調査の結果を報告している． 第 10章「日
米欧のリスク開示制度の国際比較」は，日欧
米の主要リスク開示制度の比較分析によっ
て，それらの主要国のリスク開示制度の異同
点を明らかにしている．第 11 章「会計リス
ク指標の国際比較」は，とくに会計情報を活
用したリスク・エクスポージャーに関わる指
標や企業のリスクテイク活動を算出し，その
グローバルなトレンド，国際的な差異及び各
社・各国の差異に影響を与える要因を分析す
ることで，投資家をはじめとする会計情報の
利用者や規制当局の制度改革に対する示唆
を獲得している． 
 第 12 章「リスク情報開示と監査・保証の
あり方」は，現行のリスク情報開示と監査・
保証に対する投資家の意識を紹介しつつ，リ
スク情報開示のあり方を探り，その上でリス
ク情報に対する監査・保証のあり方について
論じている．第 13 章「保証業務（財務諸表
監査以外）の拡張における基本的視点，課題
と挑戦」は，企業のバリュー・ドライバー情
報の開示に対する保証の側面を，従来の保証
との関係で保証業務の基本的視点，課題と挑
戦について論じている．第 14 章「非財務情
報としての「監査の質インディケーター
（AQI）」開示の可能性」は，監査の質と監査
の質インディケーターの概要及びその開示
可能性を検討している． 
 第 15 章「費用分担契約に係る法令等の整
備の方向性」は，租税特別措置法 66 条の 4，
移転価格事務運営要領(事務運営指針)2-15 
乃至  2-18 等からは必ずしも取扱いの明確
でない費用分担契約についての法令等の整
備の方向性に関して提言を行うことを目的
としている．第 16 章「企業統治構造の脆弱
性と移転価格税制適用の関係性について」は，
移転価格税制（TPT）の強制適用に対する投
資家の反応はコーポレート・ガバナンス（CG）
構造によって 影響を受けるかを検証してい
る．第 17 章「Book-Tax Conformity と利益の
質」は，会計利益と課税所得の一致性
（Book-Tax Conformity）が利益の質に与え
る影響を分析している． 
 第 18 章「リスク情報の開示に関する新し
い枠組みと展望」は，将来における不確実性
の増幅と，科学技術によって生み出された新
たなリスクの出現が，企業を取り巻く社会・
経済的環境を大きく変容させている現状を
ふまえて，会計システムが，経済や金融，環
境といった他のシステムと相互依存してい
ることに対応するように，会計システムが他
のシステムと相互依存または摩擦する関係



であることを，できるだけわかりやすく非財
務的な指標と財務指標とを統合して報告す
ることを提言している． 
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